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1.  平成22年3月期第1四半期の連結業績（平成21年4月1日～平成21年6月30日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

22年3月期第1四半期 46,569 △4.7 △3,646 ― △4,026 ― △2,696 ―

21年3月期第1四半期 48,866 ― △3,570 ― △4,080 ― △3,166 ―

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

22年3月期第1四半期 △16.04 ―

21年3月期第1四半期 △18.83 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

22年3月期第1四半期 195,449 113,530 57.7 670.91
21年3月期 202,854 117,437 57.5 693.93

（参考） 自己資本   22年3月期第1四半期  112,765百万円 21年3月期  116,640百万円

2.  配当の状況 

（注）配当予想の当四半期における修正の有無  無  
 

1株当たり配当金

（基準日） 第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 年間
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

21年3月期 ― 7.50 ― 7.50 15.00

22年3月期 ―

22年3月期 
（予想）

7.50 ― 7.50 15.00

3.  平成22年3月期の連結業績予想（平成21年4月1日～平成22年3月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期連結累計期間は対前年同四半期増減率）

（注）連結業績予想数値の当四半期における修正の有無  無  
 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
連結累計期間

123,000 △11.7 0 ― 300 △93.0 0 ― 0.00

通期 260,000 △8.7 4,000 △57.9 4,500 △52.9 2,000 △32.1 11.90



4.  その他 

(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無  

(2) 簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用  有  
（注）詳細は、４ページ 【定性的情報・財務諸表等】 ４．その他 をご覧下さい。 

(3) 四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（四半期連結財務諸表作成のための基本となる重
要な事項等の変更に記載されるもの） 

（注）詳細は、４ページ 【定性的情報・財務諸表等】 ４．その他 をご覧下さい。 

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

平成２１年４月２７日発表の連結業績予想を修正しておりません。 
上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであります。 
実際の業績は、今後様々な要因によって予想数値と異なる結果となる可能性があります。 
なお、上記の業績予想に関する事項につきましては、３ページの【定性的情報・財務諸表等】 
３．「連結業績予想に関する定性的情報」をご参照下さい。 

① 会計基準等の改正に伴う変更 有

② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 22年3月期第1四半期 168,563,533株 21年3月期  168,563,533株

② 期末自己株式数 22年3月期第1四半期  485,241株 21年3月期  477,478株

③ 期中平均株式数（四半期連結累計期間） 22年3月期第1四半期 168,082,739株 21年3月期第1四半期 168,138,522株



【定性的情報・財務諸表等】 

１．連結経営成績に関する定性的情報 

   当第１四半期のわが国経済は、景気停滞の局面から脱し切れておらず、企業業績の低迷や雇用 

  不安など厳しい状況にありました。 

    住宅市場では、住宅ローン減税の拡大や贈与税の軽減措置など住宅取得を優遇する政策が次々 

  と打ち出されましたが、金融危機による不動産投資資金の減少による地価の下落や個人所得に改 

 善が見られない等、本格的な住宅購入意欲の回復までは至らず、厳しい状況が続きました。 

    このような事業環境のなか、当第１四半期につきましては、本格稼動の時期を迎えた宿泊体験 

  モデルハウスの積極展開ならびにパナソニック電器店様との関係づくり強化に注力しました。 

 また、環境意識が高まるなか、「ハウス・オブ・ザ・イヤー・イン・エレクトリック２００８」 

  大賞受賞で評価された省エネ技術のお客様への訴求を徹底するとともに、政府補助金制度を活用 

 した太陽光発電システムの100％提案による搭載率アップなど販売強化を推進しました。一方、 

 費用につきましては、経営全般にわたるコスト合理化を行い、収益力の強化に努めました。 

   以上の結果、当第１四半期連結の業績につきましては、売上高は、前年10月以降の受注が低迷 

  したことにより、前年同期比95.3%の465億6千9百万円となりました。営業利益につきましては、 

 販売費及び一般管理費の削減はしたものの売上高の減少により、前年同期比7千6百万円悪化の 

 △36億4千6百万円、経常利益は持分法による投資損失の改善により、前年同期比5千4百万円改善 

 の△40億2千6百万円、四半期純利益は特別損失の減少により、前年同期比4億7千万円改善の△26 

 億9千6百万円となりました。 

  

２．連結財政状態に関する定性的情報 

  当連結第１四半期末における資産総額は、1,954億4千9百万円であり前連結会計年度末比74億 

 5百万円減少しました。その主な要因は、仕掛工事増加等によりたな卸資産が64億5千5百万円増 

  加した一方、現金預金が69億3千万円、有価証券が70億5百万円減少したことによるものです。 

  負債総額は、819億1千8百万円であり前連結会計年度末比34億9千9百万円減少しました。その 

 主な要因は、仕掛工事増加に伴い未成工事受入金が53億2千8百万円増加した一方、支払手形・ 

  工事未払金等が80億4千1百万円減少したことによるものです。 

  純資産合計は、四半期純損失26億9千6百万円の計上や配当金の支払等により前連結会計年度 

  末比39億7百万円減少した結果1,135億3千万円となり、自己資本比率は57.7%となりました。 

  
 （キャッシュ・フローについて）  

   当連結第１四半期末の現金及び現金同等物の残高は、416億1千4百万円となり、前連結会計年 

  度末に比べ129億1千万円減少いたしました。 

   営業活動によるキャッシュ・フローは、未成工事受入金の増加（53億2千8百万円）などにより 

  資金の増加があった一方、税金等調整前四半期純損失40億3千8百万円およびたな卸資産の増加 

 （64億4百万円）、仕入債務の減少（80億4千万円）などにより、121億9千9百万円の減少となり、 

  前年同期に比べて66億3千万円減少いたしました。 

  投資活動によるキャッシュ・フローは、有価証券の売却及び償還による収入などの資金の増加 

 （10億5百万円）と有形固定資産・無形固定資産の取得による支出などの資金の減少により6億1千 

  9百万円の増加となりました。その結果、前年同期に比べて9億1千5百万円減少いたしました。  

  財務活動によるキャッシュ・フローは、配当金の支払額（12億6千万円）などにより、13億3千 

 万円の減少となりました。その結果、前年同期に比べて4億3千9百万円増加いたしました。  

  

３．連結業績予想に関する定性的情報 

   当第１四半期の受注高は、前年同期比93.2%の621億9千6百万円となりました。今後、受注の早 

  期回復に注力するとともに費用の合理化を図ってまいりますが、住宅取得を優遇する政策効果に 

  よる本格的回復は下期からと想定しており、引き続き厳しい事業環境を予想しております。 

    従いまして、平成22年3月期通期の連結業績予想につきましては、平成21年4月27日に公表しま 

 した見通しから変更はありません。 



４．その他 

（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） 

  該当事項はありません。 

  

（２）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 

  税金費用については、当第1四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純損益に

 対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純損益に当該見積実効 

 税率を乗じて計算しております。   

  繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境等、かつ 

 一時差異等の発生状況に著しい変化がないと認められるので、前連結会計年度において使用 

 した将来の業績予測を利用する方法によっております。  

  なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。 

  
（３）四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

    ・会計処理基準に関する事項の変更 

   請負工事に係る収益の計上基準については、従来、工事完成基準を適用しておりました 

 が、「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第15号 平成19年12月27日）及び「工 

 事契約に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第18号 平成19年12月27日）

 を当第１四半期連結会計期間より適用し、当第１四半期連結会計期間に着手した工事契約 

 から、工期のごく短いもの等については工事完成基準を適用し、その他の工事で当第１四 

 半期連結会計期間末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工 

 事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を適用しております。 

  これによる、売上高、営業損失、経常損失及び税金等調整前四半期純損失に与える影響 

 はありません。 

  



５．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金預金 19,614 26,544

受取手形・完成工事未収入金等 3,201 3,399

有価証券 23,000 30,005

未成工事支出金 10,709 6,004

販売用不動産 57,548 56,097

商品及び製品 1,286 986

仕掛品 42 30

原材料及び貯蔵品 143 156

その他 8,805 7,909

貸倒引当金 △58 △65

流動資産合計 124,293 131,068

固定資産   

有形固定資産   

土地 20,985 21,050

その他（純額） 18,630 18,863

有形固定資産計 39,615 39,914

無形固定資産 2,664 2,808

投資その他の資産   

投資有価証券 10,441 10,770

その他 19,383 19,244

貸倒引当金 △948 △952

投資その他の資産計 28,875 29,062

固定資産合計 71,156 71,786

資産合計 195,449 202,854



（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形・工事未払金等 25,503 33,544

短期借入金 123 124

未払法人税等 118 375

未成工事受入金 19,491 14,163

賞与引当金 1,247 2,961

売上割戻引当金 47 7

完成工事補償引当金 3,427 3,550

その他 12,353 11,212

流動負債合計 62,312 65,939

固定負債   

長期借入金 3,090 3,090

退職給付引当金 4,361 4,258

その他 12,154 12,129

固定負債合計 19,606 19,478

負債合計 81,918 85,417

純資産の部   

株主資本   

資本金 28,375 28,375

資本剰余金 31,983 31,982

利益剰余金 59,234 63,187

自己株式 △252 △247

株主資本合計 119,341 123,298

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 194 107

土地再評価差額金 △6,770 △6,766

評価・換算差額等合計 △6,575 △6,658

少数株主持分 765 796

純資産合計 113,530 117,437

負債純資産合計 195,449 202,854



（２）四半期連結損益計算書 
（第１四半期連結累計期間） 

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年６月30日) 

売上高 48,866 46,569

売上原価 37,607 36,436

売上総利益 11,259 10,133

販売費及び一般管理費 14,829 13,780

営業損失（△） △3,570 △3,646

営業外収益   

受取利息 91 69

受取配当金 10 5

その他 161 80

営業外収益合計 264 155

営業外費用   

支払利息 64 50

持分法による投資損失 634 432

その他 75 52

営業外費用合計 774 535

経常損失（△） △4,080 △4,026

特別利益   

固定資産売却益 0 0

貸倒引当金戻入額 － 7

特別利益合計 0 8

特別損失   

固定資産除売却損 28 17

減損損失 1 2

たな卸資産評価損 353 －

特別損失合計 383 20

税金等調整前四半期純損失（△） △4,463 △4,038

法人税、住民税及び事業税 40 －

法人税等調整額 △1,249 －

法人税等 － △1,312

少数株主損失（△） △87 △30

四半期純損失（△） △3,166 △2,696



（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年６月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純損失（△） △4,463 △4,038

減価償却費 647 734

たな卸資産評価損 353 －

賞与引当金の増減額（△は減少） △1,819 △1,714

受取利息及び受取配当金 △102 △74

支払利息 64 50

持分法による投資損益（△は益） 634 432

売上債権の増減額（△は増加） 948 303

たな卸資産の増減額（△は増加） △10,919 △6,404

未収入金の増減額（△は増加） 5,560 －

仕入債務の増減額（△は減少） △5,212 △8,040

未成工事受入金の増減額（△は減少） 8,392 5,328

未払費用の増減額（△は減少） 3,955 4,339

その他 △3,369 △2,986

小計 △5,329 △12,071

利息及び配当金の受取額 135 112

利息の支払額 △74 △66

法人税等の支払額 △301 △173

営業活動によるキャッシュ・フロー △5,569 △12,199

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有価証券の売却及び償還による収入 1,706 1,005

有形固定資産の取得による支出 △153 △317

有形固定資産の売却による収入 4 13

無形固定資産の取得による支出 △205 △256

投資有価証券の売却及び償還による収入 15 10

貸付金の回収による収入 179 137

その他 △12 26

投資活動によるキャッシュ・フロー 1,534 619

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △500 △1

自己株式の取得による支出 △6 △5

配当金の支払額 △1,261 △1,260

ファイナンス・リース債務の返済による支出 － △61

その他 △1 0

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,769 △1,330

現金及び現金同等物に係る換算差額 △4 －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △5,810 △12,909

現金及び現金同等物の期首残高 48,873 54,524

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 373 －

現金及び現金同等物の四半期末残高 43,437 41,614





６．その他の情報 

 

受注及び販売の状況（連結）

1.受注状況
　　（単位：百万円）

前第１四半期
（20.4.1～20.6.30)

当第1四半期
（21.4.1～21.6.30）

平成21年3月期
（20.4.1～21.3.31）

金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比

戸建 30,104 45.1% 27,228 43.8% 90.4% 115,273 44.0%

集合 10,227 15.3% 8,570 13.8% 83.8% 40,854 15.6%

受注高 増改築 6,646 10.0% 7,215 11.6% 108.6% 26,694 10.2%

建築請負 46,977 70.4% 43,013 69.2% 91.6% 182,821 69.8%

分譲用土地・建物 9,643 14.4% 10,008 16.1% 103.8% 38,647 14.7%

住宅システム部材 6,287 9.4% 4,830 7.7% 76.8% 24,747 9.4%

不動産流通他 3,842 5.8% 4,344 7.0% 113.0% 16,031 6.1%

計 66,751 100.0% 62,196 100.0% 93.2% 262,248 100.0%

前第１四半期末
（20.6.30)

当第1四半期末
（21.6.30）

平成21年3月期末
（21.3.31）

金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比

戸建 90,808 55.4% 74,610 53.6% 82.2% 67,510 54.6%

集合 48,153 29.4% 41,933 30.1% 87.1% 37,408 30.3%

受注残高 増改築 3,476 2.1% 3,483 2.5% 100.2% 2,747 2.2%

建築請負 142,438 86.9% 120,026 86.2% 84.3% 107,666 87.1%

分譲用土地・建物 6,149 3.8% 7,333 5.3% 119.3% 4,411 3.6%

住宅システム部材 15,233 9.3% 11,826 8.5% 77.6% 11,481 9.3%

計 163,821 100.0% 139,186 100.0% 85.0% 123,559 100.0%

2.販売状況
　　（単位：百万円）

前第１四半期
（20.4.1～20.6.30)

当第1四半期
（21.4.1～21.6.30）

平成21年3月期
（20.4.1～21.3.31）

金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比

戸建 22,134 45.3% 20,128 43.2% 90.9% 130,602 45.9%

集合 3,646 7.5% 4,045 8.7% 110.9% 45,017 15.8%

増改築 5,966 12.2% 6,479 13.9% 108.6% 26,742 9.4%

売上高 建築請負 31,746 65.0% 30,653 65.8% 96.6% 202,362 71.1%

分譲用土地・建物 7,543 15.4% 7,086 15.2% 93.9% 38,285 13.5%

住宅システム部材 5,732 11.7% 4,485 9.7% 78.2% 27,945 9.8%

不動産流通他 3,842 7.9% 4,344 9.3% 113.0% 16,031 5.6%

計 48,866 100.0% 46,569 100.0% 95.3% 284,625 100.0%

（注）金額は販売価格によっており、消費税等を含んでおりません。

区　　分
前年

同期比

前年
同期比

区　　分

区　　分
前年

同期比
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